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２０ ６０ ８０４０
生活環境の改善策
　（５）島原深江道路周辺農地の土地利用のあり方
　安中三角地帯の有明海側で安徳海岸を埋め立ててできた平成町に雲仙岳災害記念館や復興アリ
ーナなどの復興の拠点が整備されている。雲仙岳災害記念館には福岡県、熊本県などから観光客
が入込んでいる。平成町は公有地であるため、民間の土産店や食事店などの商業施設の立地が難
しい。また、平成町と安中三角地帯の住宅地区との間には農地の復旧がなされ、畑として活用さ
れているが、耕作されていない畑も見受けられる。住宅地とも分離されており、家屋はない。そ
こで、この農地は将来ともこのままで良いかと聞いたところ、図一2.5.7の結果を得た。「この
ままで良い」（46％）と「このままで良くない」（39％）に大差はない。「このままで良くな
い」とする回答者（21人）にどうすれば良いかを間いたところ、図一2,5.8の結果を得た。
　「商業地区にする」（67％）とする意見が多い。
図一2.5.7　将来的な農地の土地利用
商業地区にする
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図一2.5.8　農地の土地利用方法
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　（６）農業について
　島原半島の基幹産業は農業で、安中三角地帯も農業が盛んな地縁であった。雲仙普賢岳の火山
災害で農地は大きな被害を受けたが、災害復旧や区画整理によって、農地の基盤整備が終わって
いる。噴火継続中に農業から離れていた農業者がどの程度元に戻るかが地域の中・長期的な復興
の鍵となっている。このアンケートでは、災害前に「専業農家をしていた」（19％）、「兼業農
家をしていた」（22％）と回答した回答者に現在の状況を聞いたところ、図一2.5.9の結果を得
た。「専業農家をしている」（５％）、「兼業農家をしている」（32％）となっており、「農業
をやめた」（59％）が半数以上である。「農業を再開したいと考えている」は、Ｏ％である。災
害前に農家をしていた世帯主の現在の職業は、会社員と無職になっている割合が高い。このこと
は、長期の火山災害による環境変化で、転職や後継者がいなくなったためと推察される。　しかし
ながら、深江町（現・南島原市）は農業が回復して人口が増えている。農業が基幹産業である島
原市では農業再開の支援や農業者の育成が必要である。
農業をやめた
兼業農家をしている
専業農家をしている
農業を再開したい
　と考えている
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図一2.5.9　現在の農業の状況
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2.6　まとめ
　島原地域再生行動計画で復旧・復興・振興事業を建設、農林、水産、商工観光などの分野毎に
整理し、地域ごとの整備計画図がないまま各々の実施機関で実施された。計画に基づいて、嵩上
げ事業や土地区画整理事業が実施され、住環境の整備が行われたが、住民にとって土石流などか
らの安全性は向上したものの、他の復旧・復興事業との整備時期の相違などで調整が十分に行わ
れなかったため、快適性、利便性が損なわれたまま完成した。復興計画では、都市計画マスター
プランで見られるような地域毎の都市整備の方向性を示さなければならない。阪神・淡路大震災
では、土地区画整理事業実施にあたり、２段階都市計画決定が行われ、区域、幹線道路、公園な
どを先に都市計画決定し、住環境整備は住民の意見を関いてから決める手法が実施された。例え
ば、安中地区の土地区画整理事業をこの手法で実施した場合、国道57号と国道251号を結ぶ幹
線道路の整備、導流堤を横断する生活道路整備などが可能であったと思われる。いずれにしても、
住環境整備など面的整備を実施する際は、他事業との調整はもちろんだが、復興計画策定時から
将来的なまちづくりを視野に検討する体制・システムを整えておくべき叉あり、一体的復興を必
要としていることが分かった。
　本章で行ったアンケート調査とその分析から得られた結果を示す。
１，まとめ
（1）安中地区住民は、復興基幹事業について十分であると高い評価であるが道路整備や火山観
　　光化の推進が不十分であるとの評価が他の復興基幹事業に比べて高くなっている。
（2）嵩上げ後の宅地、農地および道路などの配置や出来具合は肯定する住民の評価が高いが、
　　生活環境の利便性では、良くなったとする項目と悪くなったとする項目に住民の意見が分
　　かれている。また、生活していて不都合なことや気になることについては、「風が強くな
　　ったこと」とする住民の意見が多い。
（3）必要な生活基盤整備は、「島原鉄道の駅の新設」や「街灯の設置」を要望する住民が多い。
　　また、生活環境を良くするためには、「店舗の新設」という住民の意見が多い。
（4）島原深江道路周辺農地の利用方法については、農地のままで良いと言う意見と良くないと
　　いう意見に分かれている。　このままで良くないという住民は、「商業用地にする」という
　　意見が多い。
（5）農業については、災害前に無業をしていた世帯主のうち、59％の世帯主は災害後に無業を
　　辞めている。また、残った無地については、「営農希望者に貸している」とする回答が多
　　い。
（6）行政が実施した基盤整備の一部には、住民は不十分と評価している。安全性の向上が図ら
　　れたが、生活環境の利便性や快適性が犠牲になっている。また、農地整備が行われたが十
　　分に利用されていないことから、将来的な土地利用を考えた一体的復興が必要であること
　　が分かった。
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２．提言
（1）住民が被災地に戻るための面的整備は、嵩上げ事業、土地区画整理事業および農地災害関
　　連区画整備事業の早急な計画策定と他事業との調整が重要となってくる。また、事業制度
　　の違いから、個別に事業が行われるため、長崎県が設置した雲仙岳災害復興室のような祖
　　織を創設し、災害復興の事業間調整機能を発揮できるようにシステム化すべきである。
（2）まちづくり計画であった安中・夢計画を実現するための整備は、行政が行う計画に反映す
　　る必要があったが、復興基幹事業で計画の一部は実現した。面的整備として実施しなかっ
　　たため、住民の利便性において十分満足できるものではなかった。このため、事業実施段
　　階から歩行者動線計画、集落施設などの賑わいの場の整備、植栽配置計画などの整備の策
　　定か必要である。
（3）県の都市計画部局は、災害復興土地区画整理事業で災害後の面的整備を実施してきた実績
　　がある。このため、計画策定時から復興事業、災害復旧事業を面的整備の面から捉える必
　　要があるため、雲仙岳災害復興室のような組織に設置時から都市計画担当者、まちづくり
　　担当者を配置しておく必要がある。
（4）一体的復興の取り組みは、復興計画策定段階から将来的なまちづくりについて、雲仙岳災
　　害復興室のような組織が調整する場を設けて、個々の事業がバラバラにならないようにす
　　る必要がある。調整によって、地域分断要因の解消、必要な生活基盤や生活環境を整えて
　　いくこと、将来的な農地の利用方法、島原市の基幹産業である農業再開の支援や農業者の
　　育成について具体的な検討が可能である。
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